
  

労働組合組織状況 

 

(1) 概 要 
  神奈川県かながわ労働センターが行った労働組合基礎調査によると、平成 24 年 6 月 30 日

現在における市内単位労働組合数は 53 組合、組合員数は 8,946 人で、推定組織率（市内推定

雇用者数に占める組織労働者の割合）は 13.6％となっている（前年に比べて 0.1 ポイント下

落）。 

  県内では、労働組合数は 2,617 組合、組合員数は 594,476 人で、推定組織率は 17.9％とな

っている。 

 

 

 

（注１） 推定組織率については、下記の算式により算出している。なお、平成 23 年の算出にあたっ

ては、東日本大震災の影響により、推定雇用者数の算出にあたり使用する補正値の計算に

用いる『労働力調査』の数値に岩手県・宮城県・福島県の 3 県分が含まれていないことか

ら、参考値（市内 13.7％、県内 18.3％）としたが、今年 3 県分を含む「労働力調査におけ

る東日本大震災に伴う補完推計」の数値を使用し再計算したところ、市内％、県内％とな

った。（昨年度版に掲載の推定組織率と変更なし） 

 

※推定組織率（%）＝（労働組合数／推定雇用者数）×100 

 

（注２） 推定組織率の算出に用いる「推定雇用者数」の算出基盤となる数値として平成 22 年度まで

これまで使用してきた『事業所・企業統計調査』が中止となったことから、平成 23 年から

推定雇用者数の算出にあたっては、『経済センサス・基礎調査』をもとに算出している。 

 



  

(2) 市内企業規模別組織状況 

  従業員数で分類した企業規模別の組合数をみると、「5,000 人以上」の企業が 16 組合（全

体の 30.2％）で最も多く、次いで「30～99 人」が 11 組合、「1,000～4,999 人」が 8 組合と

なっている。 

これを組合員数でみると、「5,000 人以上」が 4,553 人（全体の 50.9％）で最も多く、次い

で「1,000～4,999 人」が 1,789 人、「500～999 人」が 1,154 人となっている。 

 

           平成 24 年 6 月 30 日現在 

区 分 組合数 組合員数 

総 数 53 8,946 

 29 人以下 6 104 

30～99 人 11 305 

100～499 人 3 378 

500～999 人 5 1,154 

1,000～4,999 人 8 1,789 

5,000 人以上 16 4,553 

その他、国公営 4 663 

        神奈川県かながわ労働センター 

 

 

(3) 市内産業別組織状況 

  産業別の組合数をみると、「運輸業、郵便業」が 16 組合（全体の 30.2％）で最も多く、次

いで「製造業」が 13 組合、「教育・学習支援業」が 8 組合となっている。 

  これを労働組合員数でみると、「製造業」が 3,950 人（全体の 44.2％）で最も多く、次い

で「学術研究・専門サービス業」1,541 人、「情報通信業」1,046 人、「運輸業、郵便業」941

人となっている。 

                                               平成 24 年 6 月 30 日現在 

区 分 組合数 
組合員数 

男 女 計 

総 数 53 7,474 1,472 8,946 

 製造業 13 3,398 552 3,950 

情報通信業 2 908 141 1,049 

運輸業、郵便業 16 863 78 941 

卸売業、小売業 2 68 72 140 

学術研究、専門サービス業 4 1,311 230 1,541 

教育、学習支援業 8 151 82 233 

医療、福祉、複合サービス業 6 404 128 532 

公務 2 371 189 560 

神奈川県かながわ労働センター 

 



  

(4) 県内パートタイム労働者の組織状況 

  県内の労働組合のうち、パートタイム労働者（1 日の所定労働時間、または 1 週間の所定

労働日数が、勤務する事務所の一般労働者より短い者）の労働組合員がいる労働組合数は 434

組合（全組合数に占める割合 16.6％）、パートタイム労働者の労働組合員数は 36,475 人（全

組合員数に占める割合 6.1％）となっている。前年と比較すると、労働組合数で 19 組合の減

少、労働組合員数で 831 人の増加となっている。 

  産業別にパートタイム労働者の労働組合員数をみると、「卸売業、小売業」が 19,683 人で

最も多く、次いで「宿泊業、飲食サービス業」4,928 人、「複合サービス事業」2,964 人の順

となっている。 

  前年と比較して、パートタイム労働者の労働組合員数が増加した主な産業は「複合サービ

ス事業」、「教育、学習支援業」、「金融業、保険業」など 7 業種（分類不能の産業を除く）で

あり、減少した主な産業は「サービス業（他に分類されないもの）」、「医療、福祉」、「宿泊業、

飲食サービス業」など 9 業種であった。 

 

○ 県内企業規模別パート組織状況 

平成 24 年 6 月 30 日現在 

区 分 組合数 
組合員数 

男 女 計 

総 数 434 11,070 25,405 36,475 

 29 人以下 7 11 23 34 

30～99 人 34 173 84 257 

100～299 人 43 346 321 667 

300～499 人 12 227 438 665 

500～999 人 35 293 1,452 1,745 

1,000～4,999 人 32 867 3,838 4,705 

5,000 人以上 187 7,044 12,689 19,733 

その他 36 408 4,890 5,298 

国公営 48 1,701 1,670 3,371 

神奈川県かながわ労働センター 



  

○ 県内産業別パート組織状況 

                                                 平成 24 年 6 月 30 日現在 

区 分 組合数 
組合員数 

男 女 計 

総 数 434 11,070 25,405 36,475 

 漁業、建設業 3 0 7 7 

製造業 21 263 434 697 

電気・ガス・熱供給・水道業 11 276 49 325 

情報通信業 15 991 321 1,312 

運輸業、郵便業 40 514 102 616 

卸売業、小売業 146 2,211 17,472 19,683 

金融業、保険業 21 12 402 414 

不動産業、物品賃貸業 0 0 0 0 

学術研究、専門・技術サービス業 4 41 36 77 

宿泊業、飲食サービス業 9 2,802 2,126 4,928 

生活関連サービス業、娯楽業 4 16 220 236 

教育、学習支援業 25 447 629 1,076 

医療、福祉 53 146 1,001 1,147 

複合サービス事業 28 1,863 1,101 2,964 

サービス業（他に分類されないもの） 6 559 588 1,147 

公務 24 839 744 1,583 

分類不能の産業 24 90 173 263 

神奈川県かながわ労働センター 


